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第１章 学校施設整備保全計画の背景・目的        【本編 P.1～9】              

●背景及び目的 

本市の学校施設の多くは、昭和４０年代から５０年代に建設され、今後一斉に更新時期を

迎え、多額の更新費用が必要となる見込みです。 

一方、学校施設に求められる社会的要求水準は年々高くなっており、求められる機能の充

実を図るとともに、限られた財源の中で学校施設の維持管理を適切に行い、トータルコスト

の縮減・予算の平準化を実現するため石巻市学校施設整備保全計画を策定します。 

 

●計画の位置づけ 

本計画は、「石巻市総合計画」や「石巻市教育振興基本計画」等と整合性を図りながら、

国の「インフラ長寿命化基本計画」や「石巻市公共施設等総合管理計画」に基づき、個別施

設ごとの具体な対応方針を定める計画として策定します。 

 

●計画期間 

令和３年度（２０２１年度）から令和３７年度（２０５５年度）までの３５年間とし、必

要に応じ５年ごとに本計画の見直しを行います。 

 

●対象施設 

小学校３３校、中学校１９校、高等学校１校及び石巻市学校給食センター４施設、鮎川教

員住宅、中津山教員住宅の計５９施設１５０棟とします。 

 

第２章 学校施設の目指すべき姿            【本編 P.10～12】                

児童生徒にとって安全・安心で快適な教育環境の整備と地域コミュニティの拠点として

の学校施設の充実のため、学校施設の目指すべき姿を次のとおりとしました。 

 

   

  

安全に安心して過ごせる施設 

快適に過ごせる施設 

 地域とともにある施設 
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第３章 学校施設の実態                【本編 P.13～43】            

●児童生徒数及び学級数の推移 

児童生徒数は、平成１７年（２００５年）の１市６町の合併時は、小学校９，５５９人、

中学校５，０２９人で、その後減少傾向にありました。平成２３年（２０１１年）の東日本

大震災後は大幅に減少し、今後も減少することが見込まれています。 

 

●学校施設の保有状況 

本市の学校施設の総延床面積は、約２６．９万㎡で、公共施設全体の延床面積の３割以上

を占めています。学校施設の総延べ床面積の約７割に当たる１９．９万㎡は築後３０年以上

が経過し、老朽化が進んでいます。 
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●学校施設の老朽化状況 

学校施設の老朽化状況の把握のため、既存の耐震診断の結果などから構造躯体の健全性

について、文部科学省が定めた判定基準及び判定フローを基に長寿命化改修の可否を判断

しました。 

全１５０棟の集計結果で、「長寿命」とされたのは、建物数では全体の８２％（１２３棟）、

面積では全体の８９．２％（２４０，８６９㎡）でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、構造躯体以外の健全性については、文部科学省の「学校施設の長寿命化計画策定に

係る解説書」に則り、目視等により調査しました。 

屋根・屋上、外壁、内部仕上げでは、「広範囲に劣化又は早急に対応が必要な状態」であ

る C・D評価が３割を超えており、電気設備では約２割、機械設備では約３割について劣化

が著しい状況となっています。 
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屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備
A評価 45 44 44 47 31
B評価 42 49 60 69 76
C評価 30 37 36 32 33
D評価 33 20 10 2 10

(単位：棟）
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第４章 学校施設整備の基本方針            【本編 P.44～57】                     

●学校施設整備保全計画の基本方針 

石巻市公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、本計画の基本方針を次のとおりと

しました。 

 

 

 

 

 

 

●改修等の基本的な方針 

〈長寿命化の方針〉 

建物の耐久性と機能性の向上、さらにコストの縮減・予算の平準化を図るため、長寿命化

に適さない建物を除き、改築よりも工事費が安価で工期が短い長寿命化改修への転換を図

ります。 

〈予防保全の方針〉 

損傷が軽微な段階から予防的な修繕を実施する予防保全を導入し、突発的な事故や費用

発生を防ぎ、維持管理費用の平準化と中長期的なトータルコスト低減を図ります。 

〈目標使用年数と改修周期の設定〉 

日本建築学会の建築物の耐用年数の考え方に基づき、校舎・体育館の目標使用年数を８０

年とし、竣工から２０年目に大規模改造、４０年目に長寿命化改修、長寿命化改修から２０

年後に再び大規模改造を実施し、８０年目に改築を行う流れとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化のイメージ 

 

方針１ 学校施設の安全確保 

方針２ 予防保全に基づく長寿命化の推進 

 

方針３ 現代の社会的ニーズに対応した施設整備の実施 
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●整備水準の設定 

児童生徒にとって安全・安心な生活環境の形成と教育環境の改善を目指し、長寿命化改修

における施設整備水準を設定します。 

躯体の劣化箇所の修復のほか、学習環境や生活環境の向上、省エネルギー化、バリアフリ

ー化など、機能性の向上を図り、学校施設に求められる水準を満たすことのできる整備を行

うものとします。 
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第５章 全体計画                   【本編 P.58～74】                                

●長寿命化によるコストの見通し 

学校施設整備の基本方針に基づき、長寿命化型へ転換を図った場合のコストのシミュレ

ーションを実施しました。その結果、従来の改築中心の場合と比較して、４０年間の総額で

４９６億円、年平均で１２．５億円削減できる見込みとなりました。 

しかし、現状の施設規模のままだと過去の施設関連経費平均額（１７．５億円／年）の２

倍以上の整備費がかかる見込みとなっており、コスト削減の手法として、施設の統廃合や他

の公共施設との複合化、減築など、面積の圧縮に加え、文科省が実施する各種国庫補助事業

を活用し、実質的なコスト負担を軽減させる方法を検討していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●施設整備の優先順位付け 

今後、３５年間の整備計画を策定するに当たり、建物の築年数を相対的に評価した「築年

度点数」と劣化状況調査により評価を行った「健全度点数」を合算した「優先順位点数」を

算出し、点数が低い建物が優先して整備されるものとしました。 

優先度 
優先順位点数 

（２００点満点中） 
建物数 

優先度１ ５０点未満 ５ 

優先度２ ５０点～９９点 ５０ 

優先度３ １００点～１４９点 ６１ 

優先度４ １５０点以上 ３４ 
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29.8億円/年

10年間

30.5億円/年

10年間

52.9億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

71.3億円/年

対象建物
149棟

26.9万㎡

40年間の総額

1,845億円

40年間の平均

46億円/年

2.6倍

過去の

施設関連経費

17.5億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

 

 

将来の年間コストライン 

（従来型） 

将来の年間コストライン 

（長寿命化型） 
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第６章 整備年次計画                 【本編 P.75～76】                         

第５章の施設整備の優先順位付けの考え方に基づき、「石巻市立小・中学校学区再編計画」

において、統合の検討の対象とされている学校（表中で赤字で表記）も含めて、優先度の高

い学校から整備を行うものとして、次のとおり直近５年間の整備計画を策定しました。 

各事業については、地区内の統合の状況等を見て適宜見直しを行いながら、「石巻市総

合計画実施計画」に登載して進めていくこととしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「直近 5 年間の個別施設の整備計画」により施設整備を行った場合の学校施設整備に係

る費用は、令和 3年度から令和 7年度までの 5年間で 136.3 億円となります。 

 なお、この金額は、文部科学省から示されている積算手法により算出しました。 
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第７章 整備保全計画の継続的運用方針           【本編 P.77】                   

●メンテナンスサイクルの確立 

効率的かつ効果的な施設整備を進めるため、P（Plan:計画の策定）、D（Do：計画に基づい

た適切な改修、維持修繕の実施）、C（Check：整備による効果の検証と改善点及び課題の整

理）、A（Action：次期計画への反映）というメンテナンスサイクルを確立していくこととし

ます。 

●情報基盤の整備と活用 

建物ごとに基本情報や工事履歴、劣化状況を取りまとめた施設カルテを適宜更新し、工事

年次計画の策定に活用していきます。 

また、情報を一元管理する仕組みを構築し、運用の定着を図ります。 

●推進体制等の整備 

教育委員会が主体となって、総合計画実施計画関係では企画系部門、予算関係では財務系

部門、工事関係では営繕系部門との連携を図っていきます。 

●フォローアップ 

５年を目安に整備保全計画の更新を図るとともに、１２条点検の結果を考慮しながら、改

修・改築・修繕に関する計画の見直しを図っていきます。 
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